
 参　考　資　料　１　　〔財政局税制課　TEL671-2188〕

【決 算 額】

市税全体では平成28年度から４年連続して増収が続いてきましたが、令和２年度は減収となりました。
税目別でみると、個人市民税は給与所得納税者数の増加などにより42億円の増収、

法人市民税は税制改正（▲77億円）や企業収益の減少など（▲２７億円）により104億円の減収、
固定資産税・都市計画税は新増築家屋の増などにより４２億円の増収となりました。
市税収納率は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた税制上の措置として、徴収猶予の特例制度が

導入されたことにより、99.0％（前年度比▲0.2％）となりました。なお、市税滞納額は、徴収猶予の影響など
により、75億円（前年度比＋13億円）となりました。

その他 421億円

8,439億円 （前年度決算額比▲26億円）

市税全体の決算額は、前年度決算額（8,465億円）と比べて26億円の減収（▲0.3％）となりました。

【税 目 別 内 訳】 （注）増減は対前年度比
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市税決算の概要

合計 29 億円

[個人 18 億円]
[法人 11 億円]

うち、横浜みどり税

（市民税均等割 超過課税）

うち、震災対策事業財源分 13 億円

■市税収納率・滞納額の推移 （%、億円）

都市計画税 7億円増 （+1.1%）
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＊ふるさと納税の税収影響額：▲143億円

個人市民税 42億円増 （+1.0%）
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※ （ ）は法人市民税法人税割の一部国税化等の
税制改正影響額を除いた額

収入額

H28年度 7,208 18
H29年度 7,271 64
H30年度 8,237 966

R元年度 8,465 227

R２年度 8,439 ▲ 26

年度 増減収額

（億円）

H28年度 99.0 59 ▲ 10
H29年度 99.2 52 ▲ 7
H30年度 99.2 55 3
R元年度 99.2 63 8
R２年度（※） 99.0 75 13

増減額年度 収納率 滞納額

※2 徴収猶予の特例制度の適用状況

許可件数 5,962件

猶予金額 33億円（うち繰越額23億円）
※1 H30年度に県費負担教職員本市移管に伴う税源移譲が行われました。

（※1）

（※2）

5



参 考 資 料 ２ 〔財政局徴収対策課 TEL671-3840〕                          
 

未収債権額（滞納額）の状況 
 

令和２年度の未収債権額   241 億円（一般会計・特別会計）※ 

 未収債権額は、前年度（令和元年度）と同額の 241 億円となりました。 
 

（1）各債権の未収状況 

厳しい財政状況の中、市民負担の公平性と財源確保の観点とともに、新型コロナウイルス感染症に 

による影響も考慮しながら債権管理に取り組み、未収債権額は前年度同額となりました。 

未収債権額のうち、市税が徴収猶予の影響により増加した一方で、縮減が進んだ主なものとして、 

強制徴収公債権である国民健康保険料は、前年度に比べ約９億円の減となりました。 
 

（2）令和２年度の未収債権整理の主な取組 

早期の未納案件の整理に向けて、新型コロナウイルス感染拡大による影響を考慮しつつ、 

①現年課税分の確実な徴収の推進、②民間事業者を活用した電話による納付案内、 

③法的な債権回収の専門家である弁護士への徴収事務の委任等を実施しました。 
 

（3）未収債権額の推移等 
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（括弧内は、未収債権額全体に占める割合） 

※ 特殊案件の未収金（産廃最終処分場行政代執行費 56 億円、東京電力ホールディングス株式会社賠償請求金 
18 億円）は含みません。 

強制徴収公債権：国民健康保険料、市税、介護保険料など 
そ の 他    ：生活保護費負担金（非強制徴収公債権）、母子父子寡婦福祉資金貸付金、市営住宅使用料（私債権）など 

（各債権の詳細は P.22 参照） 

(41.5%) 
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参 考 資 料 ３ 〔政策局政策課 TEL671-3912〕                            

 

令和２年度の主な取組                                     
「くらし・経済対策」、「中期 4 か年計画」等の主な取組について、決算状況を掲載します。 
※ 決算額は、100 万円未満を四捨五入して記載しています。 
※ 一般会計以外の特別会計・公営企業会計分を含めて記載しています。 

 

 
 新型コロナウイルス感染症による影響に幅広く対応し、市民生活の安全・安心を守るため、「くらし・経

済対策」による取組を推進しました。 

【感染拡大防止と医療提供体制の確保】 

医療機関との連携によるＰＣＲ検査の実施や感染者の受入、相談体制の確保をはじめ、医療機

関・福祉施設での感染対策など、きめ細かく感染症への対応を実施しました。 

【市民生活と事業活動への支援】 

困難を抱える方への相談体制・支援を充実するとともに、事業活動への幅広い支援を実施しまし

た。また、市民利用施設や学校現場、福祉施設等の運営継続に向けた支援、さらには国の緊急経済

対策を受け特別定額給付金を給付するなど、市民生活への感染症による影響の緩和を図りました。 
 

感染拡大防止と医療提供体制の確保（主な事業） 

ＰＣＲ検査体制の確保   13 億 4,900 万円 

市医師会の協力により、10 か所の簡易検体採取所を設置・運営するとともに、身近な診療所等で

の検査実施のため、院内感染防止に係る費用の助成や、検査を行う医療機関に支援金を支給しまし

た。また、自家用車等で帰国者・接触者外来等に受診に行くことが困難な方に向け、20 台の患者移送

用車両を運行しました。                             〔健康福祉局健康安全課 ℡671-2468〕 

重症・中等症患者等の入院受入体制の確保   16 億８，９００万円 

入院治療を必要とする陽性患者等の円滑な受け入れのため、受入病院に対し必要となる施設整備

費の助成を行うとともに、入院患者の受け入れに応じて支援金の支給等を行いました。  

  〔医療局医療政策課 ℡671-2466〕 

Ｙ－ＣＥＲＴによる患者入院・移送調整   1,000 万円 

「横浜市災害医療アドバイザー」の協力のもと、「感染症・医療調整本部（Y-CERT）」を設置し、感

染者の発生状況や、医療機関の入院状況等を一元管理することにより、円滑な入院・移送調整を実施

しました。                                   〔医療局医療政策課 ℡671-4817〕 

Ｙ－ＡＥＩＴによるクラスター予防・対策   ２億 5,900 万円 

「疫学調査チーム（Y-AEIT）」を設置し、医療機関、高齢者施設等に赴き、感染予防の取組を行うと

ともに、陽性者の発生時には、クラスター発生の未然防止のため早期の立ち入り調査を行い、感染経路

の究明や健康観察等を実施しました。    〔健康福祉局健康安全課 ℡671-2468〕 

医療機関・福祉施設での感染症拡大防止対策   47 億 3,900 万円 

医療機関をはじめ、高齢者施設、障害児・者施設に対して、マスク、ガウン、消毒液等の感染防止資

器材を配布しました。また、高齢者施設、障害児・者施設、保育所等の福祉施設に対して、各サービスを

継続するために必要な感染症対策に係る増加経費に補助を行いました。 

〔健康福祉局健康安全課 ℡671-2468/高齢健康福祉課 ℡671-3842/高齢施設課 ℡671-3641/ 

障害施策推進課 ℡671-3569/こども青少年局保育・教育運営課 ℡671-2365/障害児福祉保健課 ℡671-4277〕 

くらし・経済対策 
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参 考 資 料 ３ 〔政策局政策課 TEL671-3912〕                            

 

市民生活と事業活動への支援（主な事業） 

特別定額給付金の給付   3,787 億 8,600 万円 

基準日（令和２年４月27日）に住民基本台帳に記録されている方を対象に、一人当たり10万円の

特別定額給付金を 1,806,80７世帯（対象世帯のうち 99.１%）に給付しました。 

                                 〔市民局総務課 ℡671-2292〕 

中小企業への資金繰り支援   1,739 億 8,500 万円 

「実質無利子融資」などの融資メニューにより、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小・小

規模事業者へ、24,561 件、5,067 億円の資金繰り支援を実施しました。 

      〔経済局金融課 ℡671-2586〕 

中小企業の「新しい生活様式」対応支援   22 億 1,100 万円 

 中小・小規模事業者に対し、感染防止対策などの「新しい生活様式」に対応するための経費につい

て、10,144 件の補助を行いました。 

〔経済局ものづくり支援課 ℡671-3839〕 

本市事業による雇用の創出   4 億 1,100 万円 

市内在住で、解雇、雇止め、内定取消などにより職を失った方への一時的な雇用機会を提供するた

め、全市を挙げて 624 人の雇用を創出しました。 

〔経済局雇用労働課 ℡671-2303〕 

文化芸術活動への支援   5 億 4,700 万円 

文化芸術関係者の活動継続等に関する相談に応じるため、税理士等の専門資格者によるオンライ

ン相談窓口を設置したほか、活動再開に向けた準備や映像配信に係る経費、公演・展示にあたっての

感染症対策費や会場費等に対して、1,274 件の助成を行いました。  

〔文化観光局創造都市推進課 ℡671-3425/文化振興課 ℡671-3703〕 

観光・ＭＩＣＥ事業者への支援   6 億 8,100 万円 

市内観光・ＭＩＣＥ事業者に対し、当面の事業継続のための助成等を行うとともに、旅行商品代金へ

の助成やクーポン付与等の市内観光復興支援キャンペーンを行いました。また、「新しい生活様式」に

対応したＭＩＣＥ主催者へ感染症対策経費等を助成しました。 

               〔文化観光局観光振興課 ℡671-3940/ＭＩＣＥ振興課 ℡671-4233〕 

子育て世帯への給付   73 億 6,600 万円 

児童手当受給世帯への児童１人当たり１万円、児童扶養手当受給者等のひとり親世帯への給付

（再支給含む）を、国制度に基づき行いました。また、家計が急変したひとり親世帯のうち、所得制限限

度額を超えていることにより児童扶養手当を受給していない世帯に、本市独自に一律 10 万円を給付

しました。                                       〔こども青少年局こども家庭課 ℡671-2364〕 

住居確保給付金の支給   12 億 7,200 万円 

離職・廃業もしくは新型コロナウイルス感染症の拡大等に伴い減収となった方に対して、住居確保

給付金を支給するとともに、就労に向けた支援を行いました。 

〔健康福祉局生活支援課 ℡671-2367〕 

女性の課題解決支援のための電話相談事業   600 万円 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響から経済不安や生活不安などを抱える女性を対象として、男

女共同参画センターの「女性としごと応援デスク」の機能を拡充し、通話料無料の電話相談窓口を設

置しました。                                       〔政策局男女共同参画推進課 ℡671-4061〕 
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参 考 資 料 ３ 〔政策局政策課 TEL671-3912〕                               

 
 

 

 

『中小企業への総合的な支援』   2,128 億 5,200 万円 

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小・小規模事業者の事業継続のため、制度融資による

資金繰り支援や、相談対応、一時金や補助金の交付など、様々な支援を行いました。また、市内全 18 区

で補助金活用セミナーや相談会を開催しました。 

〔経済局金融課 ℡671-2586/経営・創業支援課 ℡671-2575/ものづくり支援課 ℡671-3839〕 

『商店街の振興』   14 億 4,300 万円 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている商店街に対して、個々のニーズに応じて活用できる一

時金を交付しました。また、ＳＤＧｓの実現に向けて社会課題の解決に取り組む商店街の支援や、新たな

賑わいや交流の場を生み出す空き店舗対策、商店街販売促進キャンペーン「ガチ！」シリーズ 10 周年

を記念したプロモーションなどを行いました。                      

〔経済局商業振興課 ℡671-2577〕 

『戦略的な企業誘致と「イノベーション都市・横浜」の推進』  28 億 6,200 万円 

コロナ禍による企業立地動向の変化を捉えて誘致活動を進めたほか、市内中小企業のグローバルビ

ジネス展開を支援しました。また、「I・ＴＯＰ横浜」や「ＬＩＰ.横浜」の２つのプラットフォームを推進するとと

もに、国の「グローバル拠点都市」選定を生かし、「ＹＯＸＯ ＢＯＸ（よくぞボックス）」を拠点とした支援プ

ログラムにより、スタートアップの成長を後押しするなど、国内外から人材・企業・投資を呼び込む「イノ

ベーション都市・横浜」を推進しました。 

〔経済局企業誘致・立地課 ℡671-3894/国際ビジネス課 ℡671-2576/  

                     産業連携推進課 ℡671-2574/新産業創造課 ℡671-3913〕 

『公民連携による国際技術協力の推進（Ｙ－ＰＯＲＴ事業）』   1 億円 

市内企業が有する技術と横浜市の都市づくりの経験を結集し、国際機関等と連携しながら、新興国

のニーズに対応した公民連携による国際技術協力や海外のスマートシティ事業等への市内企業インフ

ラ展開支援を推進しました。あわせて、Ｙ－ＰＯＲＴセンター公民連携オフィスの情報発信機能の強化やア

ジア・スマートシティ会議開催などを通じたビジネスマッチングを進めました。                       

 〔国際局国際協力課 ℡671-4396〕 

『外国人材の受入れ・共生の推進』  1 億 3,800 万円 

外国人の集住が進む３区（鶴見区、中区、南区）の国際交流ラウンジにおいて、地域コミュニティの課

題解決に向け、コーディネーターの配置により機能強化を図るとともに、外国人増加率が高い緑区に国

際交流ラウンジを新たに開設しました。また、区窓口へ通訳・翻訳機器を配備し、新型コロナウイルス感

染症に関する情報提供や相談対応の強化を図りました。さらに、地域日本語教育の総合的な体制づくり

を進めるための拠点として、「よこはま日本語学習支援センター」を開設し、地域で行われている日本語

教室の支援等を行いました。             

〔国際局政策総務課 ℡671-4718〕 

『新たな劇場計画の検討』   1 億 800 万円 

施設の計画概要や年間プログラム、運営費等の管理運営の内容などについて、有識者による「横浜

市新たな劇場整備検討委員会」のもとに専門部会を設置して検討を行い、提言をいただきました。また、

オンラインシンポジウム等を通じ情報発信を行いました。                     

〔政策局劇場計画課 ℡671-4196〕 

力強い経済成長と文化芸術創造都市の実現 
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『芸術創造の推進』   7,700 万円 

舞台芸術の活性化に向けて、地域の舞台芸術団体の活動調査や、次世代育成事業として子ども向

けバレエ公演を実施しました。また、舞台芸術の鑑賞に関するアンケート調査や都心臨海部に立地して

いる企業等へのヒアリング調査を実施しました。 

〔政策局芸術創造課 ℡671-4197〕 

『活力ある都市農業の展開』   5,600 万円 

市内農業の振興に向けて、付加価値の高い市内産農畜産物の生産振興を進めるとともに、農業を支

える担い手への支援として、新規就農者が円滑に営農できるよう、農業機械や倉庫等必要な農業経費

への助成を行いました。また中心的な担い手である認定農業者の新たな農業手法にチャレンジする経

営改善の取組を支援しました。 

〔環境創造局農政推進課 ℡671-2605/農業振興課 ℡671-2606〕 

『「ヨコハマトリエンナーレ 2020」及び「ヨコハマ・パラトリエンナーレ 2020」の開催』 4億8,000万円 

我が国を代表する３年に一度の現代アートの国際展、「ヨコハマト

リエンナーレ 2020『AFTERGLOW－光の破片をつかまえる』」（第

７回展）を横浜美術館等で開催しました。新型コロナウイルス感染

症の影響により多くの催しが中止となる中、入場人数制限など十分

な感染症対策を講じ、世界の国際展の先頭を切る形で開幕を迎え、

約 15 万人が来場しました。また、「ヨコハマ・パラトリエンナーレ 

2020」を市庁舎アトリウム及びオンラインで開催し、文化芸術によ

る社会包摂の取組を推進しました。 

 〔文化観光局文化プログラム推進課 ℡671-4310/ 

創造都市推進課 ℡671-2277/ 

        健康福祉局障害自立支援課 ℡671-4130〕 

『国内外からの誘客促進』  1 億 5,700 万円  

海外誘客では、アフターコロナの訪日観光市場の回復を見据え、中国と米国西海岸にある海外誘客

事業拠点「観光レップ」による、情報収集・発信を行いました。さらに、国内誘客では、日帰り修学旅行等

への助成を行いました。また、横浜市が目指す観光・ＭＩＣＥの姿や方向性を示す戦略の策定に向けた調

査を実施し、現状分析・課題抽出を行いました。                                 

〔文化観光局観光振興課 ℡671-3940〕 

『グローバルＭＩＣＥ都市としての競争力強化』   20 億 1,600 万円  

ＰＦＩ事業による新たなＭＩＣＥ施設「パシフィコ横浜ノース」が令和２年４月に開業しました。新型コロナ

ウイルス感染症の影響を受け、多くのＭＩＣＥが延期・中止となるなか、ハイブリッド形式※で「ICCA Asia 

Pacific Chapter Summit 2020」を開催するとともに、ＭＩＣＥの誘致・開催支援を行いました。（※会場

開催とオンライン開催の両方を行う形式）                 

〔文化観光局ＭＩＣＥ振興課 ℡671-4233〕 

『ラグビーワールドカップレガシーの推進』   1,000 万円 

ラグビーワールドカップ 2019TM の開催を契機としたさらなるスポーツ振興に向けて、タグラグビー入

門を目的とした動画の作成や、トップレベルの試合の誘致等を行いました。また、ラグビー等の球技の推

進に向け、スポーツ施設の現状についての調査を実施しました。 

〔市民局スポーツ振興課 ℡671-3201〕 

 

エヴァ・ファブレガス 
《からみあい》2020 

ヨコハマトリエンナーレ 2020 展示風景 
撮影：大塚敬太 

写真提供：横浜トリエンナーレ組織委員会 
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『東京 2020 オリンピック・パラリンピックに向けた取組』   2 億 9,100 万円 

新型コロナウイルス感染症の影響で大会の開催が１年延期となったことを踏まえ、大会組織委員会を

はじめとした関係機関と連携しながら、都市ボランティアの準備など、より安全・安心な大会運営に向け

て取り組みました。また、大会に向けた機運醸成や英国等の事前キャンプ受入れに向けた調整・準備、ホ

ストタウンの取組などを行いました。 

さらに、より一層のスポーツ振興を図るため、オリンピアン・パラリンピアンと連携した学校訪問等を実

施しました。 

〔市民局オリンピック・パラリンピック推進課 ℡671-3645〕 

 

 

 

『ガーデンシティ横浜の推進』   5 億 6,600 万円 

市民が花や緑の魅力に触れ、生活に潤いと安らぎを感じられるよ

うにするため、各区で花と緑に親しむ取組や花の名所づくりを進め

ました。リーディングプロジェクトであるガーデンネックレス横浜

2020 春の取組では、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、

大部分のイベントを中止とした一方、在宅で会場の様子を見ること

ができる動画配信など、自宅でも楽しめる取組を行いました。また、

「秋の里山ガーデンフェスタ」では、過去最多となる 93,700 人が来

場しました。           

〔環境創造局みどりアップ推進課 ℡671-2810〕 

『国際園芸博覧会の開催に向けた取組』   3 億 3,900 万円 

2027 年の国際園芸博覧会の開催に向け、会場構想・事業展開・輸送アクセス等を国等と連携しな

がら検討し、博覧会国際事務局（ＢＩＥ）への申請手続きに向けた準備を行いました。また、「2027 国際

園芸博覧会推進委員会」を令和２年 11 月に設立するとともに、広報ＰＲ・機運醸成や、博覧会の開催組

織（2027 国際園芸博覧会協会（仮称））の設立に向けた準備を行いました。                     

〔都市整備局国際園芸博覧会推進課 ℡225-8713〕 

『市民の憩いの場となる公園の整備』   123 億 9,600 万円 

地域のニーズを反映した身近な公園の新設整備や公園を安全で快適に利用できるよう公園の再整

備・施設改良を進めました。また、（仮称）鶴見花月園公園、小柴自然公園、（仮称）舞岡町公園などの

大規模公園の整備を進めるとともに、横浜国際総合競技場（日産スタジアム）の改修を行うほか、三ツ

沢公園球技場の改修に向けた検討を行いました。 

〔環境創造局公園緑地整備課 ℡671-4610/みどりアップ推進課 ℡671-2811〕 

『戦略的な温暖化対策・エネルギー政策の推進』   2 億 1,600 万円 

「Zero Carbon Yokohama」の実現に向け、市民・事業者向け再エネ切替キャンペーンの実施、東

北 13 市町村との連携協定に基づく市内事業者による東北の再エネ活用、『EARTH HOUR 2021 in 

YOKOHAMA』ほか、市内の次世代自動車の普及拡大に向け、集合住宅への電気自動車（ＥＶ）充電

設備設置に対する補助等を行いました。 

〔温暖化対策統括本部調整課 ℡671-2336/プロジェクト推進課 ℡671-2636/ 

  環境創造局環境エネルギー課 ℡671-2666〕 

花と緑にあふれる環境先進都市 

秋の里山ガーデンフェスタ 
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『「SDGs 未来都市・横浜」の実現』   2 億 6,300 万円 

「ヨコハマ SDGs デザインセンター」を中心に、SDGs に取り組む市民や事業者等の皆様の活動を支

援するとともに、地域交通や海洋プラスチックごみ問題などに関する様々な試行的取組を実施しました。

また、企業等の持続可能な経営への転換や、金融機関等による投融資判断への材料としての活用を目

的とした「横浜市 SDGs 認証制度“Y-SDGs”」を創設し、SDGs に積極的に取り組む事業者の認証を

行いました。さらに、新型コロナウイルス感染症対策と市内経済の活性化を同時に進めることを目的とし

て、「SDGs biz サポート補助金」を新たに設け、SDGs と新しい生活様式を両立する先駆的な事業に補

助金を交付しました。 

〔温暖化対策統括本部 SDGs 未来都市推進課 ℡671-3901〕 

『将来に向けた焼却工場の再整備』   33 億 7,700 万円 

将来にわたり安定的にごみを処理するため、老朽化の進む鶴見工場の長寿命化対策工事を実施し

たほか、休止している保土ケ谷工場の再整備に向け、整備計画の作成を進めました。  

〔資源循環局施設計画課 ℡671-4145〕 

『循環型社会の実現に向けた喫緊の課題への対応』  3,000 万円 

喫緊の課題である「プラスチック対策」や「食品ロスの削減」について、事業者と連携した取組の推進

や、ＳＮＳ等を活用した広報・啓発の強化など、循環型社会の実現に向け、様々な取組を実施しました。 

 〔資源循環局政策調整課 ℡671-4567/３Ｒ推進課 ℡671-2563〕 
 

 

 

『生活習慣病予防対策の強化』   36 億 7,400 万円 

引き続き大腸がん検診の無料化や妊婦健診対象者へ子宮頸がん検診無料クーポン券を配布するな

ど、がんの早期発見・早期治療を促進しました。また、受動喫煙防止対策として改正健康増進法の周知

啓発や事業所への指導を実施したほか、公園等でのポスター掲示による啓発など、子どもを受動喫煙

から守るための取組を進めました。 

〔健康福祉局保健事業課 ℡671-2436、2338、3376〕 

『救急救命医療体制の充実・強化』   1 億 4,200 万円 

高齢化の進展等に伴い、救急需要が増大する中で、救急医療体制

の強化に向け、新市民病院に併設の救急ワークステーションから出場

するドクターカーの運用を開始しました。また、西消防署、港北消防署及

び瀬谷消防署に救急隊３隊を日勤救急隊として増隊しました。           

〔医療局医療政策課 ℡671-3740/消防局救急課 ℡334-6771〕 

 

『特別養護老人ホームの整備』   28 億 1,300 万円 

要介護認定者の増加に伴い高まるニーズに対応するため、特別養護老人ホームを整備しました。令

和２年度は 620 人分の事業者選定を行うとともに、地域密着型特別養護老人ホームの整備促進に向

け、補助単価を拡充しました。          

〔健康福祉局高齢施設課 ℡671-3620〕 

 

超高齢社会への挑戦 

救急隊の活動 
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『介護人材の確保に向けた取組の推進』   1 億 2,900 万円 

増加する介護ニーズに対応するため、新たな介護人材の確保や定着支援、専門性の向上に総合的

に取り組みました。介護職員になる方への住居借上支援を引き続き実施したほか、これまでベトナムで

実施していた訪日前日本語等研修を、覚書を締結している中国でも新たに開始する等、海外からの介

護人材の受入れに向けた取組を実施しました。 

                         〔健康福祉局高齢健康福祉課 ℡671-2355〕 

『地域包括ケアシステムの構築・推進』   1 億 800 万円 

介護・医療・介護予防・生活支援・住まいが一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築に

向けて、地域包括ケアポータルサイト「ふくしらべ」を制作するなど、高齢期の「自分らしい暮らし」の実現

に向けた広報や啓発に取り組みました。また、認知症の人や家族の支援のため、認知症疾患医療センタ

ーを５か所増設（累計９か所）しました。   

〔健康福祉局地域包括ケア推進課 ℡671-2439/高齢在宅支援課 ℡671-2368〕 

『2025 年に向けた医療機能の確保』   3 億 8,900 万円 

医療提供体制の充実を図るため、不足が見込まれる回復期・慢性期病床を中心に 470 床の病床を

新たに配分しました。また、地方合同就職説明会への参加支援や横浜市求人特集サイトの活用など、市

内病院を対象とした人材確保支援等を推進しました。複数病院の連携による遠隔集中治療室

（Tele-ICU)体制の本格稼働に向け、市民病院への拡大に取り組みました。また、引き続き全区で「在

宅医療連携拠点」を運営したほか、在宅医療にかかる市民啓発講演会をオンラインで実施するなど、在

宅医療の推進に取り組みました。        

〔医療局医療政策課 ℡671-4813/がん・疾病対策課 ℡671-3609〕 

『地域医療の充実・強化』   1 億 700 万円 

生命を脅かす病気の子どもとその家族の療養生活を支援するため、こどもホスピス（在宅療養児等

生活支援施設）の設立支援（令和３年度開所予定）を開始しました。 

また、緩和ケアに携わる医師の育成に新たに取り組むなど、「横浜市がん撲滅対策推進条例」に基づ

く、総合的ながん対策を推進しました。 

〔医療局医療政策課 ℡671-2438/がん・疾病対策課 ℡671-2957〕 
 

  

 

『米軍施設の跡地利用』   15 億 4,800 万円 

旧上瀬谷通信施設では、令和元年度に策定した「土地利用基本計画」を踏まえ、速やかに土地利用

を具体化するため、土地区画整理事業や新たな交通、公園等の事業実施に向けた手続きや設計等を

進めました。また、旧深谷通信所では、都市計画決定に向けた調整等を進め、日米共同使用が合意され

た根岸住宅地区では、令和３年３月に根岸住宅地区跡地利用基本計画を策定しました。         

〔政策局基地対策課 ℡671-3790/ 

都市整備局上瀬谷整備推進課 ℡671-4008/上瀬谷交通整備課 ℡671-4606/ 

環境創造局農政推進課 ℡671-2893/公園緑地整備課 ℡671-4614/ 

道路局企画課 ℡671-2746/健康福祉局環境施設課 ℡671-3657〕 

 

人が、企業が集い躍動するまちづくり 
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『関内・関外地区の活性化の推進』   36 億 3,１00 万円 

旧市庁舎街区では令和元年９月に決定した事業予定者との開発協議を進めるとともに、みなと大通

り及び横浜文化体育館周辺道路では将来の再整備を見据え、車道の一部を歩道に転換する社会実験

等に取り組みました。令和２年７月には横浜武道館の供用を開始するなど横浜文化体育館再整備事業

を進めました。 

また、令和２年６月に新市庁舎の供用が開始され、それに合わせて、さくらみらい橋（大岡川横断人道

橋）を完成させるなど回遊性向上に取り組みました。 

〔都市整備局都心再生課 ℡671-3972/道路局企画課 ℡671-2746/建設課 ℡671-2747/ 

市民局スポーツ振興課 ℡671-4445〕 

『エキサイトよこはま２２の推進』   16 億 700 万円 

横浜駅西口では、令和２年６月に民間開発の西口開発ビル（ＪＲ横浜タワー）がオープンしたほか、中

央西口駅前広場及びきた西口駅前広場の整備工事を進めました。東口では、関係者と連携してステー

ションオアシス地区の開発や南デッキ、駅前広場等の基盤整備の検討を進めるなど、国際競争力強化

に資するまちづくりを推進しました。 

〔都市整備局横浜駅・みなとみらい推進課 ℡671-3679〕 

『ＩＲ（統合型リゾート）の推進』   3 億 3,700 万円 

令和４年４月の区域整備計画認定申請に向けて、アドバイザリー支援による専門的な調査分析、法務

支援による法的論点整理、インフラ・交通アクセス検討調査などを進め、実施方針を作成しました。これ

に基づき、令和３年１月に事業者の公募を開始しました。 

また、シンポジウムを開催するなどＩＲにおける懸念事項への対策の取組を進めるとともに、事業説明

会や広報よこはま特別号、広報冊子の配布等、広報の充実を図り、様々な機会を捉え、ＩＲに関する本市

の考え方等について、丁寧に情報発信を行いました。   

                  〔都市整備局 IR 推進課 ℡671-4135〕 

『地域交通の維持・充実』   4,800 万円 

令和元年度から制度拡充した地域交通サポート事業を推進し、地域・交通事業者と連携した取組を

進めており、令和２年度は旭区旭中央地区及び磯子区山王台・レインボー地区において、本格運行を開

始しました。 

バス路線の維持・充実に向けた走行環境整備事業では、連節バス導入による運行効率化と交通利

便性向上を目指し、戸塚区ドリームハイツ周辺地区において道路の測量・設計や関係者との検討を進

めました。                                                   〔道路局企画課 ℡671-2755〕 

 

 

 

『妊娠期からの切れ目のない支援』   31 億 2,700 万円 

母子保健コーディネーターを全区（新規７区、継続 11 区）に配置したほか、コロナ禍でも安心して妊

娠・出産・子育てができるようにするため、分娩前のウイルス検査や育児等支援サービスの実施など、妊

産婦に寄り添った支援を行いました。また、神奈川区に地域子育て支援拠点サテライトを設置（累計６か

所）するなど、横浜市版子育て世代包括支援センターとして、区役所と地域子育て支援拠点の連携によ

る支援を充実させました。さらに、国の制度拡充に伴い、特定不妊治療費助成の助成額等を拡充しまし

た。    

〔こども青少年局こども家庭課 ℡671-4286/子育て支援課 ℡671-2701〕 

未来を創る多様な人づくり 
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『小児医療費の助成』   75 億 8,600 万円 

子どもがけがや病気の時にも安心して医療を受けられるよう、通院・入院医療費の自己負担分を助

成しました。また、令和３年４月からの所得制限緩和に向けた準備を進めました。                    

〔健康福祉局医療援助課 ℡671-3694〕 

『保育・幼児教育の充実』   125 億 3,700 万円 

保育所等の待機児童の解消に向け、既存の保育・教育資源を最大限活用したうえで、必要な保育所

等を整備するなど、新たに 2,158 人分の受入枠を拡大しました。また、保育士等の職場環境改善のた

めの休憩室等の整備の補助や、預かり保育事業や２歳児受入れを実施する幼稚園が幼稚園教諭等に

支給する住居手当に対する補助を新たに実施するなど、保育者確保に取り組むほか、研修の充実や園

長経験者等による巡回訪問の強化などによって、幼児教育・保育の無償化を契機とした全ての保育・教

育施設の質の確保・向上に取り組みました。   

                      〔こども青少年局こども施設整備課 ℡671-2376/保育対策課 ℡671-3955/ 

子育て支援課 ℡671-2701/保育・教育運営課 ℡671-2365〕 

『子どもの可能性を広げる教育の推進』   238 億 1,500 万円 

令和２年度から全面実施された小学校の新学習指導要領の着実な

実施等に向け、英語指導助手（ＡＥＴ）の配置を拡充しました。ＧＩＧＡス

クール構想の実現へ向け、１人１台端末の整備や校外ネットワーク、校

内ＬＡＮの整備を完了するなど、ＩＣＴ環境を整備しました。教育の質の向

上と教職員の働き方改革の推進に向け、一部教科分担制を拡充すると

ともに、新型コロナウイルス感染症の影響による段階的な学校再開に伴

い増加する学級担任等の業務をサポートするため、職員室業務アシス

タントの追加配置を行いました。また、新たな教育センターについて、事

業手法等の検討を実施しました。 

〔教育委員会事務局小中学校企画課 ℡671-4498/教育課程推進室 ℡671-3723/ 

教育政策推進課 ℡671-3224/教職員人事課 ℡671-3226〕 

『多様な教育的ニーズに対応した教育の推進』   13 億 2,100 万円 

外国籍等児童生徒への支援の拡充として、令和２年９月に鶴見区の小学校内に新たな日本語支援

拠点施設「鶴見ひまわり」を設置（累計２か所）しました。また、人工呼吸器等高度な医療的ケアに対応

する看護師を特別支援学校へ派遣する取組をモデル的に開始しました。いじめ防止や早期解決に向け、

スクールソーシャルワーカーを増員し、教育相談体制を強化しました。さらに、不登校児童生徒への支援

として、特別支援教室等において、タブレットを活用した学習支援等を行うモデル事業を実施しました。 

〔教育委員会事務局小中学校企画課 ℡671-3202/特別支援教育課 ℡671-3956/ 

人権教育・児童生徒課 ℡671-3706〕 

『家庭のライフスタイルに合わせた中学校昼食の充実』   14 億 1,000 万円 

家庭のライフスタイルや日々の都合に合わせた選択制を充実させるため、ハマ弁の喫食率向上の取

組を推進し、就学援助等対象者への支援を通年で実施しました。 

また、令和３年度以降のデリバリー型中学校給食の実現に向けて具体的な検討・調整を行い、令和３

年度からハマ弁を中学校給食に位置付けることを決定しました。 

                〔教育委員会事務局健康教育・食育課 ℡671-4591〕 

タブレット端末を活用した 
授業の様子 
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『より良い教育環境の整備』   30 億 5,100 万円 

老朽化した空調設備改修のほか、新たに体育館への空調設備の設置を進めました。計画的な学校施

設の建替えに向けて、新たに二俣川小、万騎が原小、瀬谷小で基本設計を実施したほか、上菅田小、汐

見台小で工事に着手するなど、教育環境の整備を推進しました。   

               〔教育委員会事務局教育施設課 ℡671-3230〕 

『読書活動のさらなる推進』   3 億 7,100 万円 

「第二次横浜市民読書活動推進計画」に基づき、「図書館総合展」へのオンライン出展、読書活動推

進ネットワークフォーラムに代わる「読書ボランティアセミナー～ONLINE～」の開催、先駆的な読書活動

推進の取組を実施する区への支援や、市立図書館の専門書の幅広い収集を行ったほか、学校でも活用

できるよう、授業内容に対応した図書や外国語を母語とする児童向けの図書を収集しました。また、新型

コロナウイルス感染症で外出を自粛する状況下でも読書を楽しめるよう、電子書籍サービスを開始しま

した。 

〔教育委員会事務局生涯学習文化財課 ℡671-3236／中央図書館調査資料課 ℡262-7343〕 

『男女共同参画の推進』   4,500 万円 

「第５次横浜市男女共同参画行動計画」（令和３年度～７年度）を策定するとともに、女性起業家のた

めのスタートアップオフィス「F-SUS よこはま」の利用時間の拡充、「よこはまグッドバランス賞」認定によ

る誰もが働きやすい職場環境づくりの推進等を実施し、男女共同参画社会の実現を目指しました。 

また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響から経済不安や生活不安などを抱える女性を対象とし

て、男女共同参画センターの「女性としごと応援デスク」の機能を拡充し、通話料無料の電話相談窓口

を設置しました。 

〔政策局男女共同参画推進課 ℡671-3691/経済局経営・創業支援課 ℡671-2575〕 

『子どもの貧困対策の推進』   5 億 2,300 万円 

「横浜市子どもの貧困対策に関する計画」に基づき、養育環境等に課題がある家庭の小・中学生等

への寄り添い型生活支援を新たに３か所（累計 17 か所）で実施しました。高校進学に向けた寄り添い

型学習支援の中学生の受入枠を拡充するとともに、高校生世代を対象に、将来の選択肢の幅を広げる

ための講座を開催するなどの支援を全区に展開しました。また、中学へ進学したひとり親家庭の子への

学習支援と親への相談支援を開始したほか、次期計画の策定に向け、子どもの貧困に関する実態把握

調査を実施しました。                 

〔こども青少年局青少年育成課 ℡671-2297/こども家庭課 ℡671-2364/ 

企画調整課 ℡671-4280/健康福祉局生活支援課 ℡671-2367〕 

『児童虐待対策の充実』   19 億 1,100 万円 

児童虐待の発生予防、発生時の迅速・的確な対応、再発防止、児童の自立支援等の推進に向け、児

童相談所等の体制強化を図るとともに、西部児童相談所の工事着手、南部児童相談所の基本設計を

行うなど、児童相談所及び一時保護所の再整備を進めました。 

      〔こども青少年局こども家庭課 ℡671-4208/中央児童相談所 ℡260-6516〕 

『地域療育センターにおける支援の充実』   28 億 5,800 万円 

利用申し込み後、速やかな面談の実施など専門職による支援の充実を図るとともに、北部地域療育

センターに医師を増員し、診察枠を拡大しました。 

〔こども青少年局障害児福祉保健課 ℡671-4277〕 
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『障害児・者の地域生活支援の充実』   8 億 2,500 万円 

障害のある方が住み慣れた地域で安心して生活することができるよう、新たに９区（累計 18 区）の基

幹相談支援センター（社会福祉法人型障害者地域活動ホーム）にコーディネーターを配置し、既存の支

援機関等の連携・調整や、地域の体制づくりなどを行う地域生活支援拠点機能の構築に向けた取組を

全区で開始しました。また、日常的に人工呼吸器の使用等の医療的ケアが必要な障害児・者等の在宅

生活を支援するため、医療・福祉・教育等の多分野にわたる調整を行うコーディネーターを新たに５人

（累計６人）配置し、全区で支援を開始しました。 

〔健康福祉局障害施策推進課 ℡671-3569/こども青少年局障害児福祉保健課 ℡671-4277/ 

医療局がん・疾病対策課 ℡671-3609/教育委員会事務局特別支援教育課 ℡671-3956〕 

『総合的な依存症対策の推進』   4,700 万円  

アルコール、薬物、ギャンブル等の総合的な依存症の対策として、専門相談や回復に向けた支援、依

存症に関する普及啓発などを行い、関係機関等と連携しながら、依存症者やその家族の支援を推進し

ました。また、新たに依存症者の支援に関する調査を実施し、「横浜市依存症対策地域支援計画（仮

称）」の策定を進めました。  

さらに、小中学生を対象としたゲーム障害・ネット依存に関する調査を実施するとともに、予防的観点

から、依存症を含む様々な青少年の課題について調査を実施しました。  

〔健康福祉局精神保健福祉課 ℡662-5461/教育委員会事務局健康教育・食育課 ℡671-3234/ 

こども青少年局青少年育成課 ℡671-2297〕 

『ひきこもり状態にある方への支援の充実』   4,800 万円 

いわゆる「8050 問題」への対応を進めるため、相談モデル事業や理解促進のためのリーフレット作

成、対応策の調査・研究等に着手しました。 

また、引き続き、青少年相談センター等において、ひきこもり状態にある方の多様な「自立」と安心でき

る「生活」の実現に向けた相談・支援に取り組みました。 

〔健康福祉局生活支援課 ℡671-4898/こども青少年局青少年育成課 ℡671-2297/ 

青少年相談センター ℡260-6613〕 

『協働による地域づくりの推進』   2 億 3,500 万円 

協働による地域づくりを進めるため、地域の人材育成に取り組むとともに、協働による地域課題の解

決に向けた相談・提案のワンストップ窓口として、令和２年６月に「市民協働推進センター」を市庁舎に

開設しました。コロナ禍での活動継続や新たな取組ができるよう、NPO 法人等の活動継続に向けた助

成金の交付や、活動を支援するコーディネーターの配置、自治会町内会における ICT を活用した新しい

活動スタイルのきっかけづくりの支援等を行いました。また、地域における防犯活動や防犯意識の向上を

図る取組を支援しました。 

〔市民局地域活動推進課 ℡671-2298/市民協働推進課 ℡671-4735/地域防犯支援課 ℡671-2601〕 
 

 

 

『災害情報の伝達手段の強化』   2 億 8,900 万円 

地震、局地的な大雨等の際、市民等へ正確な情報を迅速に伝えるため、区役所や地域防災拠点等に

防災スピーカーを 58 か所増設しました。                      〔総務局緊急対策課 ℡671-2143〕 

未来を創る強靱な都市づくり 
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『地震・地震火災に強い都市づくりの推進』   20 億 3,800 万円 

多数の方が利用する特定建築物や木造住宅・マンションの耐震診断・改修を進めました。加えて、木

造住宅の除却補助制度の拡充、ブロック塀等改善事業により、一層の耐震化を図りました。 

木造密集市街地における地震火災対策を推進するため、条例に基づく防火規制区域内の建築物不

燃化等を進めました。また、感震ブレーカー設置補助について、延焼火災の危険性が特に高い地域にお

いては新たに個別の世帯からの申請受付と高齢者世帯等への取付支援を開始し、更なる普及促進を

図りました。 

〔建築局建築防災課 ℡671-3592/都市整備局防災まちづくり推進課 ℡671-3663/ 

総務局地域防災課 ℡671-4095〕 

『消防団の充実強化と消防本部機能の強化』   14 億 6,800 万円 

老朽化した器具置場の再整備や可搬式小型動力ポンプの更新等、消防団の活動環境の充実を図り

ました。また、消防力の強化を図るため、消防本部庁舎の建築工事に着手するとともに、消防艇「まもり」

の令和３年度完成に向けた建造を進めました。 

〔消防局消防団課 ℡334-6521/施設課 ℡334-6571〕 

『局地的な大雨等への対策の推進』   78 億 8,300 万円 

河川改修（帷子川等）や土砂掘削等による河道等の安全確保、雨水

幹線等の整備を推進するとともに、公園・農地などにおける雨水の浸透

機能向上を図るグリーンインフラを活用した取組などを進めました。また、

横浜駅周辺の浸水対策としてエキサイトよこはま龍宮橋雨水幹線の整

備に着手しました。 

その他にも、崖地の改善に取り組む所有者等への支援として、専門家

と連携し、相談体制を拡充するとともに、対策工事に係る費用の一部を

助成しました。 

〔道路局河川企画課 ℡671-2818/河川事業課 ℡671-3981/ 

環境創造局下水道事業マネジメント課 ℡671-2613/建築局建築防災課 ℡671-2959〕 

『緊急輸送路等の整備、道路の無電柱化の推進』   56 億 9,200 万円 

緊急輸送路ネットワークを強化するため、宮内新横浜線や中田さちが丘線等の都市計画道路の整備

や、橋りょう、歩道橋の耐震化等を進めました。また、災害時の道路の通行機能確保を図るため、「横浜

市無電柱化推進計画」に基づき環状２号線や山下本牧磯子線など緊急輸送路等における無電柱化を

推進しました。 

〔道路局事業推進課 ℡671-2937/建設課 ℡671-2747/橋梁課 ℡671-2752/ 

施設課 ℡671-3557/企画課 ℡671-2746〕 

『ふ頭機能の再編・強化の推進』   256 億 9,100 万円 

国際競争力の強化に向けて、大水深で高規格なコンテナターミナルと高度な流通加工機能を有する

ロジスティクス施設からなる新本牧ふ頭の整備を進めました。また、本牧ふ頭ＢＣ岸壁の延伸工事やＡ突

堤のロジスティクス拠点整備など本牧ふ頭の再編強化に向けた取組も進めました。 

〔港湾局新本牧事業推進課 ℡671-7373/物流企画課 ℡671-2714〕 

 
 

帷子川における河川改修 
（旭区） 
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